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１．学校施設のバリアフリー化のこれまでの取組
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（平成15年）
「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律」（ハ
ートビル法）の改正により、盲学校及び聾学校、養護学校が新築等を行う場合にバリアフ
リー基準への適合義務の対象となる施設となるとともに、それ以外の学校についても努力
義務の対象となる施設に位置付けられる。
・学校施設バリアフリー化推進指針の策定（平成16年３月）
・学校施設のバリアフリー化等に関する事例集の策定（平成17年３月）
・学校施設のバリアフリー化整備計画策定に関する実践事例集の策定（平成19年６月）
・学校施設整備指針の改訂
－特別支援教育を推進するための施設整備の基本的な考え方、バリアフリー化に関する記述などを充実（平成19

年）
－東日本大震災において顕在化した課題などに対応するため、避難所としての防災機能強化などを関する記述の

充実（平成26年）

（令和２年）
「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー法）の改正に
より、新築等を行う場合にバリアフリー基準への適合義務の対象となる特別特定建築物に
、公立小中学校等が新たに位置付けられる。（法改正に係る附帯決議において、既存施設
についても、数値目標を示し、バリアフリー化を進めることに言及。）
・学校施設バリアフリー化に関する実態調査公表、推進指針改訂、整備目標設定（令和２年12月）
・学校施設のバリアフリー化の加速に向けた取組事例集（令和４年６月）
・学校施設のバリアフリー化に関する実態調査（２回目）の公表と学校施設におけるバリアフ
リー化の一層の推進についての要請を通知（令和４年１２月） など

学校施設のバリアフリー化に関するこれまでの経緯
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● 令和２年５月のバリアフリー法の改正により、既存公立小中学校等施設のバリアフリー化が努力義務化され
たことを踏まえ、文部科学省では、令和７年度末までの整備目標を設定し、取組の加速を要請。

● 学校設置者は、関係部局との連携を図りながら整備計画を策定し、計画的な取組を加速することが必要。
具体的には、要配慮児童生徒の入学予定情報等を早めに収集しつつ、あらゆる機会を捉えて学校施設のバ
リアフリー化を図るとともに、長寿命化改修等の大規模改修時には、施設全体のバリアフリー化を進める
ことが重要。

● 文部科学省では、令和３年度から、バリアフリー化のための改修事業について国庫補助率を1/3から1/2に引
き上げ。

●バリアフリー化率の現状と、令和７年度末までの国の目標

公⽴⼩中学校等施設におけるバリアフリー化の取組について

令和７年度末までの目標令和４年度令和２年度対象

避難所に指定されている全ての学校※に整備する
※令和４年度調査時点で総学校数の約93%(校舎)、約98%（屋内運動場）に相当

70.4%65.2%校舎
バリアフリートイレ

41.9%36.9%屋内運動場

全ての学校に整備する

82.2%78.5%校舎
門から建物の前まで

スロープ等による
段差解消

77.9%74.4%屋内運動場

61.1%57.3%校舎昇降口・玄関等から
教室等まで 62.1%57.0%屋内運動場

要配慮児童生徒等が在籍する全ての学校※に整備する
※令和４年度調査時点で総学校数の約41%(校舎)、約76%（屋内運動場）に相当

29.0%27.1%校舎
エレベーター
（１階建ての建物のみ保有する学校を含む）

70.5%65.9%屋内運動場

実質地方負担20%

国 庫 補 助 地 方 負 担

学校教育施設等整備事業債
75%

50% 3.75% 11.25%26.25%8.75%

財源対策債
15%

元利
償還
金の
50%

元利償還金の70%

地方債の充当（地方負担の90%）

交付税措置（地方債の66.7%）

10%

●バリアフリー化工事の国庫補助算定割合引き上げ ※地方負担分について、90％まで地方債を充当可能。そのうち66.7％が交付税措置される。

※学校施設のバリアフリー化に関する計画等がある地方自治体は25％に留まる。
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学校施設のバリアフリー化に関する整備目標

令和２年５月時点の学校施設のバリアフリー化に関する実態調査の結果や「学校施設のバリア
フリー化等の推進に関する調査研究協力者会議」報告書（令和２年12月）を踏まえ、同年12月、
文部科学省において、公立小中学校等施設におけるバリアフリー化に関する整備目標を設定。

１．将来的に目指す姿

公立の小中学校等について、原則全ての学校施設において、車椅子使用者用トイレ、スロ
ープ等による段差解消、エレベーターの整備等のバリアフリー化がなされ、 障害等の有
無にかかわらず、誰もが支障なく学校生活を送ることができる環境が整備されていること
を目指す。

２．令和７年度末の整備目標（緊急かつ集中的に整備を行うための整備目標）

避難所に指定されている全ての学校に整備する車椅子使用者用トイレ

全ての学校に整備する

門から建物
の前までスロープ等に

よる段差解消 昇降口・玄関等
から教室等まで

要配慮児童生徒・教職員が在籍する全ての学校
に整備する

エレベーター
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【調査の経緯】

● 文部科学省では、令和２年のバリアフリー法改正及び改正法の附帯決議等を踏まえ、学校施設

のバリアフリー化を推進するため、国公立の小中学校及び特別支援学校の施設を対象とするバリ

アフリー化の実態について調査を実施。

学校施設のバリアフリー化に関する実態調査（１）

5

令和２年12月、調査結果を公表するとともに、令和７年度末までの整備
目標を設定し、公立小中学校等の学校設置者に対し、バリアフリー化の
取組の加速を要請。

令和２年度
１回目の調査

令和４年12月、調査結果を公表するとともに、公立小学校等の学校設置
者に対し、改めて取組の一層の推進を要請。

〇「学校施設におけるバリアフリー化の一層の推進について」

（４文科施408号、令和４年12月26日付け文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部長通知）

令和４年度
２回目の調査

令和６年度
３回目となる実態調査を実施



学校施設のバリアフリー化に関する実態調査（３）

総学校数 エレベーター
1階建ての校舎のみ

保有する学校※２を含む

スロープ等による段差解消
バリアフリー

トイレ 昇降口・玄関等から
教室等まで※１

門から建物の前
まで

7,634
（27.1%）

16,122
（57.3%）

22,111
（78.5%）

18,359
（65.2%）

令和２年度
28,156

（100.0%）

8,041
(29.0%)

16,954
(61.1%)

22,805
(82.2%)

19,523
(70.4%)

令和４年度
27,733
(100.0%)

9,487
(34.2%)

18,431
(66.5%)

23,478
(84.7%)

20,959
(75.6%)

令和７年度（予定）
27,733
(100.0%)

公立小中学校のバリアフリー化の状況と予定

・公立小中学校には、義務教育学校、中等教育学校前期課程を含む。
・公立の特別支援学校と国立学校については、以下の数字には含まれていない。

※１ 建物の出入口から、建物の出入口階にある教室等までの経路。
※２ １階建ての校舎のみ保有する学校は241校（総学校数の約１%に相当）。

２階建て以上の校舎を保有する学校で、エレベーターが設置された学校は7,800校（総学校数の約28%に相当）。
※３ 令和４年９月１日時点。

（１）校舎

調査結果全体版：https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/mext_01164.html
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学校施設のバリアフリー化に関する実態調査（４）

総学校数 エレベーター
1階建ての校舎のみ

保有する学校※２を含む

スロープ等による段差解消
バリアフリー

トイレ 昇降口・玄関等から
教室等まで※１

門から建物の前
まで

18,387
（65.9%）

15,884
（57.0%）

20,747
（74.4%）

10,299
（36.9%）

令和２年度
27,890

（100.0%）

19,394
(70.5%)

17,098
(62.1%)

21,429
(77.9%)

11,516
(41.9%)

令和４年度
27,514
(100.0%)

19,775
(71.9%)

18,462
(67.1%)

22,247
(80.9%)

13,783
(50.1%)

令和７年度（予定）
27,514
(100.0%)

公立小中学校のバリアフリー化の状況と予定

・公立小中学校には、義務教育学校、中等教育学校前期課程を含む。
・公立の特別支援学校と国立学校については、以下の数字には含まれていない。

※１ 建物の出入口から、建物の出入口階にあるアリーナ等までの経路。
※２ １階建ての屋内運動場のみ保有する学校は、17,918校（総学校数の約65%に相当）。

２階建て以上の屋内運動場を保有する学校で、エレベーターが設置された学校は1,476校（総学校数の約5%に相当）。
※３ 令和４年９月１日時点。

（２）屋内運動場

調査結果全体版：https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/mext_01164.html
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学校施設のバリアフリー化に関する実態調査（５）

総学校数 エレベーター
1階建ての校舎のみ
保有する学校を含む

スロープ等による段差解消
バリアフリー

トイレ 昇降口・玄関等から
教室等まで※１

門から建物の前
まで

904
（85.8%）

944
（89.6%）

993
（94.3%）

1,009
（95.8%）

参考：令和２年度
1,053

（100.0%）

940
(86.6%)

984
(90.7%)

1,042
(96.0%)

1,058
(97.5%)

今回：令和４年度
1,085

(100.0%)

949
(87.5%)

990
(91.2%)

1,046
(96.4%)

1,067
(98.3%)

予定：令和７年度
1,085

(100.0%)

公立特別支援学校のバリアフリー化の状況と予定

※１ 建物の出入口から、建物の出入口階にある教室等までの経路。
※２ 令和４年９月１日時点。

（１）校舎

調査結果全体版：https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/mext_01164.html
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学校施設のバリアフリー化に関する実態調査（６）

総学校数 エレベーター
1階建ての校舎のみ
保有する学校を含む

スロープ等による段差解消
バリアフリー

トイレ 昇降口・玄関等から
教室等まで※１

門から建物の前
まで

892
（88.5%）

880
（87.3%）

930
（92.3%）

765
（75.9%）

参考：令和２年度
1,008

（100.0%）

930
(90.1%)

924
(89.5%)

970
(94.0%)

831
(80.5%)

今回：令和４年度
1,032

(100.0%)

937
(90.8%)

932
(90.3%)

974
(94.4%)

849
(82.3%)

予定：令和７年度
1,032

(100.0%)

公立特別支援学校のバリアフリー化の状況と予定

※１ 建物の出入口から、建物の出入口階にあるアリーナ等までの経路。
※２ 令和４年９月１日時点。

（２）屋内運動場

調査結果全体版：https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/mext_01164.html
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国立学校のバリアフリー化の状況

総学校数
エレベーター

スロープ等による段差解消
バリアフリー

トイレ 昇降口・玄関等から
教室等まで※１

門から建物の前
まで

71
（48.6%）

94
（64.4%）

132
（90.4%）

116
（79.5%）

令和４年度
146

（100.0%）

（１）校舎

総学校数 エレベーター
1階建ての校舎のみ

保有する学校※２を含む

スロープ等による段差解消
バリアフリー

トイレ 昇降口・玄関等から
教室等まで※１

門から建物の前
まで

102
（69.9%）

103
（70.5%）

128
（87.7%）

73
（50.0%）

令和４年度
146

（100.0%）

（２）屋内運動場

※１ 建物の出入口から、建物の出入口階にある教室等までの経路。
※２ １階建ての屋内運動場のみ保有する学校は93校（総学校数の約64%に相当）。

２階建て以上の屋内運動場を保有する学校で、エレベーターが設置された学校は９校（総学校数の約６%に相当）。
※３ 令和４年９月１日時点。

調査結果全体版：https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/mext_01164.html
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私立学校のバリアフリー化の状況

総学校数 エレベーター
1階建ての校舎のみ

保有する学校※２を含む

スロープ等による段差解消
バリアフリー

トイレ 昇降口・玄関等から
教室等まで※１

門から建物の前
まで

1,464
（60.7%）

1,325
（55.0%）

1,640
（68.0%）

1,786
（74.1%）

令和４年度
2,411

（100.0%）

（１）校舎

総学校数 エレベーター
1階建ての屋内運動場のみ
保有する学校※３を含む

スロープ等による段差解消
バリアフリー

トイレ 昇降口・玄関等から
教室等まで※１

門から建物の前
まで

1,226
（52.6%）

1,061
（45.5%）

1,387
（59.5%）

1,089
（46.7%）

令和４年度
2,331

（100.0%）

（２）屋内運動場

※１ 建物の出入口から、建物の出入口階にある教室・アリーナ等までの経路。
※２ 「２階建て以上の校舎のうちエレベーターが設置された学校」及び「１階建ての校舎のみを保有する学校」の合計値。

このうち、２階建て以上の校舎のうちエレベーターが設置された学校は1,442校（総学校数の約６割に相当）。
※３ 「２階建て以上の屋内運動場のうちエレベーターが設置された学校」及び「１階建ての屋内運動場のみを保有する学校」の

合計値。このうち、２階建て以上の屋内運動場を保有する学校でエレベーターが設置された学校は781校（総学校数の３割に相当）。

調査結果全体版：https://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/seibi/1419963_00003.html

・対象校種 私立の小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校。
・調査時点 令和４年９月１日時点。
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学校施設におけるバリアフリー化の一層の推進

● 令和４年12月、調査結果を公表するとともに、各学校設置者に対し、改めて取組の一層の推進を要請。

【通知の内容】※「学校施設におけるバリアフリー化の一層の推進について（令和４年12月26日付け通知４文科施408号）」

（掲載URL：https://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/2022/mext_00001.html）も参照

１．「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー法）を踏まえ、既存施設

を含めて、所管する公立小中学校等施設のバリアフリー化を加速すること。公立小中学校等以外の学校

施設についても、バリアフリー化を着実かつ迅速に進めること。

２．バリアフリー化に関する整備計画が未策定の学校設置者では、建築担当部局や防災担当部局など関係

部局と連携を図りながら策定を行うこと。また、計画的に整備を進めること。

３．令和３年度より、バリアフリー化のための改修事業について、国庫補助率を１／３から１／２に引き

上げた。令和４年度補正予算及び令和５年度当初予算案でも引き続き支援を行うので、緊急防災・減災

事業債（総務省所管）も活用し整備を行うこと。

４．あらゆる機会を捉えて学校施設のバリアフリー化を図るとともに、施設全体のバリアフリー化を進め

ること。その際には、建築物移動等円滑化基準を参考にすること。

５．既存不適格建築物における法令への対応が生じた場合は、過去の通知や事務連絡等も参考に、設計者

や特定行政庁に積極的に相談しつつ対応すること。

６．文部科学省ウェブサイト中に「学校施設のバリアフリー化の推進」の特設ページを開設したので、

バリアフリー化の検討や実施、また機運醸成等のために活用すること。
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イラスト解説例：利用しやすいエレベーター

エレベーターや乗降ロビーの大きさ、視覚
障害者の利用に配慮した操作盤、鏡の設置
などについてイラストで解説。

児童生徒の状況に合わせ、
スロープを、勾配の小さい
ものに付け替え

滋賀県近江八幡市立 八幡小学校

東京都町田市立 町田第一中学校

各階にある一般のトイレも広く作られ、その内部
には、車いすでも利用できるトイレが整備

防火上の既存不適
格を解消し、エレ
ベーター棟を増築

各自治体が制定・策定している学校施設のバリアフリー化に係る条例・計画や、学校
ごとの個別のバリアフリー整備等を掲載。（計11自治体、19施設）

掲載例：

町田第一中学校・各階平面図

１F

特別支援学級
関係室

通常の学級

バリアフリー
トイレ 通常のトイレ

2F

3F

4F/
屋根伏

屋内
運動場

屋内
運動場

屋内
運動場

職員室

中庭

EV

EV

EV

EV

中庭

武道場

公立小中学校等施設のバリアフリー化に関する国の更なる取組（１）

● 既存施設を含めた学校施設のバリアフリー化が着実かつ迅速に推進されるよう、技術的な観

点において必要となる情報を事例として示し、各学校設置者における検討に資する資料として

「学校施設のバリアフリー化の加速に向けた取組事例集」を取りまとめ（令和４年６月）

13



公立小中学校等施設のバリアフリー化に関する国の更なる取組（２）

● 学校利用者である児童生徒や教職員をはじめ、保護者・地域住民を含む皆様にも、幅広く学校

施設のバリアフリー化の重要性を周知・機運醸成することを目的に、広報資料（ポスター・チラ

シ）を作成し、全国の公立小中学校に配布。
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● 文部科学省ウェブサイト内に「学校施設のバリアフリー化の推進」の特設ページを開設。

特設ページでは以下の内容を公表

学校施設のバリアフリー化の検討や実施のほ
か機運醸成等のためにご活用ください。

・バリアフリー化に関する調査研究・事例集
・整備目標・実態調査
・これまでの通知・事務連絡等
・国庫補助制度
・広報資料（ポスター、チラシ）
・相談窓口

掲載URL

https://www.mext.go.jp/a_menu/
shisetu/seibi/mext_00003.html

公立小中学校等施設のバリアフリー化に関する国の更なる取組（３）

15



２．バリアフリーに関する法制度の動向
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バリアフリー法の改正（令和２年）（１）

● 経緯
「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー法）において

は、平成18年の法制定時から、特別支援学校が特別特定建築物に位置付けられ、令和２年改正
において、特別特定建築物に公立小中学校等が追加された(令和３年４月１日施行)。

建築物移動等円滑化基準【令第10条～第23条】【最低限のレベル】

特定建築物【令第４条】

多数の者が利用する建築物

特別特定建築物【令第５条】

不特定多数の者が利用し、又は
主として高齢者、障害者等が利
用する特定建築物その他の特定
建築物

① 2,000㎡以上の新築、増築、改築※

又は用途変更について適合義務

② 2,000㎡未満及び既存建築物につい
て適合努力義務

新築、増築、改築、用途変更、修繕
又は模様替えについて適合努力義務

※増改築部分のみが義務化の対象

高齢者、障害者等が特別特定建築物を円滑に利用できるようにするために必要な、建築物特定施設※の構造及び配置に関する基準。

※出入口、廊下等、階段、傾斜路、エレベーター等、トイレ、浴室等、ホテルの客室、敷地内通路、駐車場を指す。

※これに加え、省令で、高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき建築物特定施設の構造及び配
置に関する基準（誘導基準）が、さらに、バリアフリー設計のガイドラインとして「建築設計標準」が定められている。

● 学校施設に係る義務付けの範囲

 特別支援学校
 公立の小学校、

中学校、
義務教育学校、
中等教育学校
（前期課程）

「学校」

18



バリアフリー法の改正（令和２年）（２）

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の一部を改正する法律案に対する附帯決議（抄）

令和２年４月３日
衆議院国土交通委員会

政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用について遺漏なきを期すべきである。

三 インクルーシブ教育の推進及び災害時の避難所として利用する必要性から、設置主体の別、規模を問わ
ず、高校、大学も含めた全ての学校施設のバリアフリー整備を推進すること。

四 公立の小中学校が災害時の避難所になっているケースが多いことに鑑み、既設であっても、数値目標を
示し、そのような施設のバリアフリー化を積極的に進めること。また、既設の公立小中学校のバリアフリー
化に対する財政支援を充実すること。

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の一部を改正する法律案に対する附帯決議（抄）

令和２年５月1 2日
参議院国土交通委員会

政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に万全を期すべきである。

四 インクルーシブ教育の推進及び災害時の避難所として利用する必要性から、設置主体の別、規模を問わ
ず、高校、大学も含めた全ての学校施設のバリアフリー整備を推進すること。

五 公立の小中学校が災害時の避難所になっているケースが多いことに鑑み、既設であっても、数値目標を
示し、そのような施設のバリアフリー化を積極的に進めること。また、既設の公立小中学校のバリアフリー
化に対する財政支援を充実すること。

19



● 経緯

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号）第14条第
１項の規定により、特別特定建築物について2,000 ㎡以上の建築をしようとするときは、高
齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）におい
て定められているバリアフリー基準（建築物移動等円滑化基準）に適合させなければならな
いとされている。

今般、「トイレ」、「駐車場」及び「劇場、観覧場、映画館若しくは演芸場又は集会場若
しくは公会堂（以下「劇場等」という。）の客席」のバリアフリー化に対する社会的要請が
高まっていることを踏まえ、これらのバリアフリー基準について、所要の見直し等を行う。

● スケジュール

令和６年６月21日公布、令和７年６月１日施行

バリアフリー法施行令の改正（令和７年６月１日施行）

● 主な改正の概要

トイレに係るバリアフリー基準の見直し
現在、建築物に１以上の設置を求めている「車椅子使用者用便房」について、当該基準を見直し、

原則、建築物の階ごと（各階）に１以上の設置を求めることとする。

※床面積が 1,000 ㎡未満の階、10,000 ㎡超の階の基準等は別途告示で規定

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の一層の促進を図るため、トイレ及び駐車場
に係るバリアフリー基準を見直すとともに、劇場等の客席に係るバリアフリー基
準を新たに定める「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施
行令の一部を改正する政令」が、令和６年６月18日、閣議決定されました。
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３．今後の学校施設のバリアフリー化の推進に
向けた検討
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学校施設のバリアフリー化の更なる推進に向けた調査研究の実施について

令和２年の「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（以下「バリアフリー法」と

いう。）及び同法施行令の一部改正により、特別特定建築物に公立の小中学校等（義務教育学校及び中

等教育学校（前期課程）を含む。以下同じ。）が新たに位置付けられた。これを受け、文部科学省にお

いて、バリアフリー法に基づく「移動等円滑化の促進に関する基本方針」（以下「基本方針」という。

）における整備目標として、公立の小中学校等を対象として、令和７年度までを目途とした既存施設を

含めた学校施設のバリアフリー化の整備目標を示し、バリアフリー化の推進を図ってきたところ。

現在、国土交通省において、基本方針における整備目標の見直しについて議論が進められているとこ

ろ、公立の小中学校等についても、現行の整備目標の達成状況を確認しつつ、今後の整備目標やバリア

フリー化推進のための取組について検討を行う必要があるため、以下のとおり調査研究を実施する。

（検討事項）
・令和８年度以降の整備目標について（現行の整備目標の見直しについて）
・バリアフリー化推進指針の見直しについて
※令和６年６月公布のバリアフリー法施行令の改正等を踏まえた見直し

・バリアフリー化の加速に向けた取組について 等

（検討体制）
学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議の下に、学識有識者、行政担当者、学校関係者、

当事者団体等を構成員とした部会を設置。

（検討スケジュール）
バリアフリー法に基づく基本方針の改定が令和７年夏ごろに予定されていることから、本調査研

究についてもこれに準じ、文部科学省において、令和７年夏頃に整備目標等を設定できるよう検討
を進める。
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伊香賀 俊治 慶應義塾大学名誉教授
市川 裕二 全国特別支援学校校長会副会長

東京都立立川学園校長
伊藤 俊介 東京電機大学システムデザイン工学部教授
垣野 義典 東京理科大学創域理工学部建築学科教授
亀村 豊 川崎市教育委員会事務局教育環境整備推進室担当課長
倉斗 綾子 千葉工業大学創造工学部デザイン科学科教授
後藤 豊郎 公益社団法人日本ＰＴＡ全国協議会顧問
斎尾 直子 東京科学大学環境・社会理工学院建築学系教授
鈴木 康之 日本私立中学高等学校連合会常任理事

水戸女子高等学校理事長・校長
高橋 純 東京学芸大学教育学部教授
田邊 俊治 全国市町村教育委員会連合会会長
長澤 悟 東洋大学名誉教授
中埜 良昭 東京大学生産技術研究所教授
奈須 正裕 上智大学総合人間科学部教育学科教授
樋口 直宏 筑波大学人間系教授
吉田 信解 埼玉県本庄市市長

【特別協力者】
植田 みどり 国立教育政策研究所教育政策・評価研究部総括研究官
深堀 直人 国立教育政策研究所文教施設研究センター長

調査研究の実施体制について
「学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議」の下に、令和２年に「学校施設バリアフリー化

推進指針」を改訂し整備目標を設定した際に設置した有識者会議と同様に、学識有識者（建築、バリ

アフリー、教育学）、行政担当者、学校関係者（特別支援教育関係）、当事者団体等を構成員とした

部会を設置する。

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議 学校施設のバリアフリー化の推進に関する検討部会

【学識有識者】

伊藤 俊介 東京電機大学システムデザイン工学部教授
下倉 玲子 呉工業高等専門学校建築学科准教授
髙橋 儀平 東洋大学名誉教授
毛利 靖 茨城大学教育学部教授

【建築設計】
小林 聖代 株式会社桂設計

【行政・学校関係者（特別支援教育関係）】
市川 裕二 全国特別支援学校校長会副会長

東京都立立川学園校長
岩井 雄一 全国特別支援教育推進連盟理事長
大関 浩仁 全国特別支援学級・通級指導教室設置学校長協会会長

品川区立第一日野小学校校長
竹田 衝吾 神戸市教育委員会事務局学校環境整備課課長（施設担当）
根本 益海 戸田市教育委員会事務局教育総務課主事

【当事者団体】

市川 宏伸 一般社団法人日本発達障害ネットワーク理事長
尾上 浩二 日本障害フォーラム政策委員会委員

【特別協力者】
深堀 直人 国立教育政策研究所文教施設研究センター長
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検討スケジュールについて
バリアフリー法に基づく基本方針における第４次整備目標については、「バリアフリー法及び関連

施策のあり方に関する検討会」において、令和７年度夏頃を目途に最終報告書を取りまとめた後、基

本方針（告示）を改正することとされているため、本検討についても、これに準じたスケジュールで

検討を進める。

＜参考：［国土交通省］バリアフリー法及び関連施策のあり方検討会の開催等のスケジュール（想定）＞

１月 ３月 ６月

令和６年１０月～

バリアフリー
実態調査の実施

親会議

部会の設置、
検討事項の整理 中間報告 整備目標等の

とりまとめ案

有識者会議において、今後の整備目標や推進方策等について議論

（
夏
頃
）
次
期
整
備
目
標
等
を
設
定

部会

各検討事項の
方向性を整理

検討事項
の整理

（整備目標等の議論）整備目標等の
とりまとめ

学校現場の視察

自治体、学校関係者
へのヒアリング

令和６年10月
（各項目の検討の方向性議論）

令和７年３月
（中間とりまとめ案提示）

令和７年５月
（最終とりまとめ案提示）

令和７年夏頃
基本方針改定

令和７年１月～
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参考資料
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①特別支援教育関係



135,617  137,894  139,821  141,944  143,379  144,434  144,823 146,285 148,635  151,362 
155,140 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

特別支援学校（幼稚部・小学部・中学部・高等部）在籍者の推移（各年度5月1日現在）

計

知的障害

肢体不⾃由

病弱・⾝体虚弱

聴覚障害

視覚障害

（名）

※上記表は、平成19年度より、複数の障害種に対応できる特別支援学校制度へ転換したため、複数の障害に対応する学校及び複数の障害を有する者については、そ
れぞれの障害種に集計している。このため、学校数及び在籍者数のグラフと表の数値は一致しない。

（出典）学校基本調査

【令和６年度の状況】

R6R5R4R3R2R1H30H29H28H27H26

1,191校1,178校1,171校1,160校1,149校1,146校1,141校1,135校1,125校1,114校1,096校学校数

計病弱・身体虚弱肢体不自由知的障害聴覚障害視覚障害

1,53415234383612083学 校 数

206,07019,43929,839145,0287,2274,537在籍者数

58,2577,74211,90233,8882,7002,025学級数

特別⽀援学校の幼児児童⽣徒数・学校数の推移
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187,100 
201,493 

218,127 

236,123 

256,671 

278,140 

302,473 

326,457 

353,438 

372,795 

394,785 
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250,000

300,000

350,000
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450,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

特別支援学級在籍者数の推移（各年度５月１日現在）

計

自閉症・情緒障害

言語障害

難聴

弱視

病弱・身体虚弱

肢体不自由

知的障害

（出典）学校基本調査

【令和６年度の状況】

計自閉症・情緒障害言語障害難聴弱視病弱・身体虚弱肢体不自由知的障害

81,65139,1166031,3105012,8003,02434,297学 級 数

394,785210,7071,0621,7775533,9784,189172,519在籍者数

特別⽀援学級の児童⽣徒数・学級数
（名）

R6R5R4R3R2R1H30H29H28H27H26

81,651学級78,964学級76,720学級73,145学級69,947学級66,655学級63,369学級60,345学級57,301学級54,586学級52,052学級学級数
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通級による指導を受けている児童⽣徒数の推移（障害種別）

（出典）通級による指導実施状況調査（文部科学省初等中等教育局特別支援教育課調べ）

※令和２年度～令和４年度の数値は、３月３１日を基準とし、通年で通級による指導を実施した児童生徒数について調査。その他の年度の児童生徒数は年度５月１日現在。

※「注意欠陥多動性障害」及び「学習障害」は、平成18年度から通級による指導の対象として学校教育法施行規則に規定し、併せて「自閉症」も平成18年度から対象として明示

（平成17年度以前は主に「情緒障害」の通級による指導の対象として対応）。

※平成30年度から、国立・私立学校を含めて調査。

※高等学校における通級による指導は平成30年度開始であることから、高等学校については平成30年度から計上。

※小学校には義務教育学校前期課程、中学校には義務教育学校後期課程及び中等教育学校前期課程、高等学校には中等教育学校後期課程を含める。

※令和４年度については、令和６年能登半島沖地震の影響を考慮して、石川県は国立学校のみ調査を実施し、公立・私立学校に関する調査は実施していない。
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（１）調査対象 ： 都道府県・市区町村教育委員会

（２）調査時点 ： 令和４年5月1日時点

（３）主な調査事項
① 令和４年度の就学予定者（新第１学年）として、令和３年度に、市区町村教育支援委員会等において、特別支援学校に入学可能な障害の程度を示す

「学校教育法施行令第 22条の３」（以下、「22条の3」という。）に該当すると判断された者の就学指定先等
② 22 条の３に該当する在籍者数（小学校第１学年・中学校第１学年）

（４）主な結果概要

公⽴⼩・中学校において学校教育法施⾏令第22条の3に規定する障害の程度に該当
し、特別な教育的⽀援を必要とする児童⽣徒の数等に関する調査結果

①22条の3に該当する者のうち、
公立小学校への就学を指定された者の割合は約34%であり、
前回調査（約26%）より増加。

②公立小・中学校における22条の3に該当する児童生徒について

 学級種別に見ると、９割程度が特別支援学級に在籍。

 特別支援学級に在籍する児童生徒を障害種別に見ると、以下のとおり。

うち通級による指導を受
けている児童生徒

小学校
第１学年

3,729
(91.2%)

360
(8.8%)

53
(1.3%)

4,089

中学校
第１学年

2,977
(91.7%)

268
(8.3%)

24
(0.7%)

3,245

小学校
第１学年

2,773
（90.5%）

291
（9.5%）

42
（1.4%）

3,064

中学校
第１学年

1,797
（88.0%）

245
（12.0%）

30
（1.5%）

2,042

通常の学級 合計

R4

（参考）
H30

特別支援学級

※ []内は調査・審議の対象となった者に対する割合。()内は学校教育法施行令第22条の３の規定に該当す

る障害の程度の者に対する割合。

※ 「市区町村教育支援委員会等」には、名称が「教育支援委員会」や「就学指導委員会」以外であっても、児童

生徒の教育的ニーズをきめ細かく把握し、これを就学先の決定に反映するため、また、その後の一貫した支

援を行うための調査・審議機関を含む。

※ 「その他」の３4名には、病弱・発育不完全により就学猶予・免除を受けている児童生徒等が含まれる。

※ 小数第２位の四捨五入により合計が100％になっていない

小学校第１学年

中学校第１学年

調査・審議の対象となった者の数
74,148名

61,113名
[82.4%]

学校教育法施行令
第22条の３に
該当する者の数

13,035名
[17.6%]

8,539名
[11.5%]
（65.5％）

4,462名
[6.0%]

（34.2％）

公立特別支援学校への就学を指定された者の数
公立小学校への就学を

指定された者の数

その他
34名
[0%]

（0.3％）
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学校施設バリアフリー化推進指針の策定

〇 平成15年の「⾼齢者、⾝体障害者等が円滑に利⽤できる特定建築物の建築の促進
に関する法律」（ハートビル法）の改正において、学校施設が新たにバリアフリー化の
努⼒義務の対象として位置付けられたほか、「障害者基本計画」（平成14年12⽉閣
議決定）において、学校施設のバリアフリー化や、ユニバーサルデザインの観点から、すべ
ての⼈にとって⽣活しやすいまちづくり、ものづくりを推進することが求められた。

〇 ⽂部科学省では、有識者会議を設置し、学校施設のバリアフリ
ー化等の推進に関する基本的な考え⽅及び学校施設のバリアフ
リー化等を図る際の計画・設計上の留意点を「学校施設バリアフ
リー化推進指針」としてとりまとめた。
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学校施設バリアフリー化推進指針の構成

第１章 学校施設のバリアフリー化等の推進に関する基本的な考え⽅
１ 学校施設のバリアフリー化等の視点
・ 障害のある児童⽣徒等が安全かつ円滑に学校⽣活を送ることができるように配慮
・ 学校施設のバリアフリー化等の教育的な意義に配慮
・ 運営⾯でのサポート体制等との連携を考慮
・ 地域住⺠の学校教育への参加と⽣涯学習の場としての利⽤を考慮
・ 災害時の応急避難場所となることを考慮

２ 既存学校施設のバリアフリー化の推進
・ 関係者の参画と理解・合意の形成
・ バリアフリー化に関する合理的な整備計画の策定
・ 計画的なバリアフリー化に関する整備の実施

第２章 学校施設のバリアフリー化等に係る計画・設計上の留意点

以下の３つに分類して提⽰
・安全かつ円滑に利⽤できる施設を整備する観点から標準的に備えることが重要なもの
・より安全に、より便利に利⽤できるように備えることが望ましいもの
・施設利⽤者の特性や施設⽤途等に応じて付加・考慮することが有効なもの
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学校施設バリアフリー化推進指針（トイレ）

第２章 学校施設のバリアフリー化等に係る計画・設計上の留意点

４ 使いやすく、安全で快適な各室計画

（５） 誰もが利用できる便所

⑦ 障害のある児童生徒等が休憩時間内の教室移動の際などに利用することを考慮し、各階に車い

す使用者用便房を設置することが望ましい。とりわけ、新築・改築時や、長寿命化改修等の大規模な

改修時の機会を活用して、各階に車いす使用者用便房を設置することが重要である。
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第２章 学校施設のバリアフリー化等に係る計画・設計上の留意点

２ わかりやすく、円滑に建物に至ることができる配置計画

（５） 利用しやすい駐車場

① 建物の出入口に到達しやすい安全な位置に、十分なスペースを持つ車いす使用者等の利用する

駐車場を確保することが望ましい。

② 車いす使用者等の利用する駐車場には、わかりやすい表示をすることが望ましい。

学校施設バリアフリー化推進指針（駐車場）
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学校施設バリアフリー化推進指針（当事者参画）

第１章 学校施設のバリアフリー化等の推進に関する基本的な考え方

２ 既存学校施設のバリアフリー化の推進

（１） 関係者の参画と理解・合意の形成

既存学校施設のバリアフリー化を計画的に推進するためには、当該地方公共団体における全体的な

中・長期の行政計画やバリアフリー化整備計画等の上位計画との整合を図りつつ、学校、家庭・地域、

行政（教育委員会、営繕部局、都市計画部局、財政部局、防災部局）等の参画により、幅広く関係者の

理解・合意を得ながら、既存学校施設のバリアフリー化に関する整備計画を策定することが重要であ

る。その際、学校施設を利用する地域の障害者、高齢者、妊産婦等の意見を聞き、検討することが有

効である。

第２章 学校施設のバリアフリー化等に係る計画・設計上の留意点

１ 計画・設計上の基本的留意事項

（１） 関係者の参画と理解・合意の形成

学校施設のバリアフリー化を推進するためには、施設整備に関する企画、基本設計、実

施設計及び施工の各段階において、学校、家庭・地域、行政（教育委員会、営繕部局、都

市計画部局、財政部局、防災部局）等の参画による総合的な検討を行うことが重要である。

その際、学校施設を利用する地域の障害者、高齢者、妊産婦等の意見を聞き、検討するこ

とが有効である。

40



○「学校施設整備指針」は、⼩学校、中学校などの学校種別ごとに、学校教育を進める上で必要な施設
機能を確保するために、計画及び設計における留意事項を⽰したもの。
この指針では、
①⾼機能かつ多機能で変化に対応し得る弾⼒的な施設環境の整備
②健康的かつ安全で豊かな施設環境の確保
③地域の⽣涯学習やまちづくりの核としての施設の整備
の３点を学校施設整備の基本⽅針として、学校施設の配置計画や平⾯計画、各室の計画等において
留意すべき事項を提⽰。また、学校施設の先進事例を集めた事例集等も作成。

○平成19年には、特別⽀援教育を推進するための施設整備の基本的な考え⽅や、学校施設全体のバリ
アフリー化に関する記述などを充実。

学校施設整備指針
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昇降口の段差をスロープにより解消した事例
（秋田県秋田市勝平小学校）

学校施設のバリアフリー化に係る事例集

学校施設のバリアフリー化等に関する事例集（平成17年３⽉）
文部科学省委嘱調査研究
社団法人日本建築学会文教施設委員会・学校施設のバリアフリー化等に関する調査研究委員会

学校施設のバリアフリー化整備計画策定に関する実践事例集（平成19年６⽉）
文部科学省大臣官房文教施設企画部・国立教育政策研究所文教施設研究センター

「学校施設バリアフリー化推進指針」（平成16年３月
文部科学省大臣官房文教施設企画部）に基づき、学
校施設のバリアフリー化に係る具体的な計画・設計手
法等に関する事例を取りまとめ。

指針の記載内容と関連した事例を、留意事項ごとに
それぞれ写真も使って説明。

学校施設の計画的・合理的なバリアフ
リー化の整備計画を策定するなどして、
学校施設のバリアフリー化に積極的に取
り組んでいる地方公共団体の活動状況
を、実践事例集として取りまとめ。

体制づくりや段階的整備などのポイント
について説明。 各学校施設の整備項目一覧

学校ごとに左１列に「●」・「済」で整備状況を、右３列に「○」で
整備時期（短期・中期・長期）を記載。

（茨城県土浦市 「土浦市ひとにやさしいまちづくり計画」抜粋）
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○「東日本大震災の被害を踏まえた学校施設の整備について」緊急提言

第２章 地域の拠点としての学校施設の機能の確保
（１）今回の震災を踏まえた学校施設の防災機能の向上について

○バリアフリー化
・災害時における高齢者や障害者等の要援護者の円滑な避難生活のため、スロープや障害者用トイレの設置等の学校施設のバリ
アフリー化を行うことが必要である。なお、バリアフリー化を行うことは、要援護者に限らず、避難住民の避難生活を円滑に
する上でも有効である。

○「災害に強い学校施設の在り方について～津波対策及び避難所としての防災機能の強化～」

第２章 避難所機能の確保
（１）備えるべき施設設備等

○ 避難所となる学校施設においては、雨漏り等の施設老朽化に伴う建物性能の喪失がないことのほか、ユニバーサルデザインの
採用や断熱性の確保、施設の長寿命化など、学校施設として備えておくべき基本的な建物性能が確保されていることが重要であ
る。

○「熊本地震の被害を踏まえた学校施設の整備について」緊急提言

第２部 第２章 地域の避難所となる学校施設の在り方
１．地域の避難所となる学校施設に関する基本的な考え方
②避難所として必要な機能の確保
（略）また、障害者、高齢者、乳幼児、妊産婦等の避難生活において特別な配慮が必要な方々のために専用のスペースを可能
な限り確保するとともに、平常時より学校施設としての基本的な条件であるバリアフリー化や断熱化を進めておくことが重要
である。 等

平成28年7月 熊本地震の被害を踏まえた
学校施設の整備に関する検討会

平成23年7月 東日本大震災の被害を踏まえた
学校施設の整備に関する検討会

平成26年3月 学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議

近年のバリアフリー化に係る提⾔・報告書等

避難所となる学校施設のバリアフリー化に関する学校設置者の理解や取組を促進するため、
近年の災害で避難所となった学校施設で聞かれた避難者の声や、避難所となる学校施設の
バリアフリー化の重要事項などを事例で分かりやすく解説。

○近年の災害から学ぶ避難所となる学校施設について ～バリアフリー化の取組事例集～ 平成30年3月 文部科学省
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○「水害リスクを踏まえた学校施設の水害対策の推進のための手引」

第４章 学校施設の水害対策のポイント、対策例等
１．緊急時に児童生徒等の安全を確保するための対策

１－１．水害対策のポイント
個々の学校施設のハード面の検討として、①避難場所や避難経路、②避難誘導のためのバリアフリー化、③上階に垂直避難する
場合の対策などを確認する。

令和5年5月学校施設等の防災・減災対策の推進に関する
調査研究協力者会議

○「避難所となる学校施設の防災機能に関する事例集」

第１章 地域の避難所となる学校施設の防災機能の必要性
（１）防災機能整備の基本的な考え方

●避難所として必要な機能の確保
避難所となる学校施設では、被災した地域住民を受け入れ、食事の提供、生活関連物資の配布等、様々な活動が行われるため、

必要なスペースや備蓄等を確保するとともに、電気、ガス、水道、情報通信等の機能を保持できるよう、代替手段も含めた対策
を予め講じておくことが重要となります。また、障害者、高齢者等の特別な配慮が必要な方々のための専用のスペースやバリア
フリー化を進めておくことが重要となります。

近年のバリアフリー化に係る提⾔・報告書等
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１．趣旨
障害のある児童⽣徒や、学校施設を利⽤する⾼齢者等に配慮し、エレベーター等を設置する場合に国庫補助を⾏う。

3．対象校
公⽴の⼩学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期課程、特別⽀援学校、幼稚園

４．⼯事内容
■新増改築事業
・バリアフリーを踏まえた施設整備

■⼤規模改造事業
・エレベーター、⾃動ドア、スロープ、バリアフリートイレ等を設置する⼯事
・⼩中学校等の余裕教室⼜は普通教室を特別⽀援学級に模様替えする⼯事など

※特別⽀援学校の教室不⾜を解消するため、廃校や余裕教室を特別⽀援学校に模様替えする⼯事については、補助率を１／３から１／２に引き上げて
いる（令和９年度まで）。この場合においても、バリアフリーを踏まえた施設整備を⾏うことが可能になっている。

公⽴学校施設のバリアフリー化に対する国の⽀援策について

2．負担（算定）割合等
新増築（学校を新設する⼜は建て増しする事業）
改築（既存の学校建物を建て替えする事業）
⼤規模改造（既存の学校建物を改造する事業）

※1 義務教育学校の新増築 ︓公⽴学校施設整備費国庫負担⾦
その他 ︓学校施設環境改善交付⾦

※２ 教室の数の増加を伴う特別⽀援学校の校舎の改築事業は算定割合１／２（令和９年度まで）
※３ 保有⾯積が2,000㎡未満の学校及び幼稚園の⼤規模改造については算定割合１／３

︓原則１／２ ※１
︓原則１／３ ※２
︓原則１／２ ※３
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学校施設のバリアフリー化に関する整備目標の設定等における議論の状況（１）

学校施設におけるバリアフリー化の加速に向けて

～誰もが安心して学び、育つことができる教育環境の構築を目指して～

第１部学校施設のバリアフリー化の加速に向けた方策等

報告書の概要

□インクルーシブ教育システムの構築の視点や、災害時の避難所の視点、バリアフリー法の
改正などにより、障害のある児童生徒等の教育環境を充実させていくことが求められてお
り、既存施設を含めた学校施設のバリアフリー化を一層推進していく必要。

（国における方策）
・バリアフリー化の実態を踏まえた整備目標の設定・周知と進捗状況の公表
・学校施設バリアフリー化推進指針等の改訂
・財政的な支援の充実（補助率の嵩上げなど制度的な対応、建築単価の改訂など）
・バリアフリー化推進のための普及啓発や技術的支援 など

（学校設置者における方策）
・バリアフリー化の実態を踏まえた整備目標の設定
・バリアフリー化に関する整備計画の策定と計画的な整備 など

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）の改正等を踏まえ、

「学校施設のバリアフリー化等の推進に関する調査研究協力者会議」（主査：髙橋儀平東洋大学名
誉教授）において、既存施設を含めた学校施設におけるバリアフリー化等を加速していくための方
策等について検討し、報告を取りまとめ。

令和２年12月 学校施設のバリアフリー化等の推進に関する調査研究協力者会議 報告書
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学校施設のバリアフリー化に関する整備目標の設定等における議論の状況（２）

第２部学校施設バリアフリー化推進指針の改訂案

□学校施設のバリアフリー化等の推進に関する基本的な考え方や計画・設計上の留意点等
をまとめた「学校施設バリアフリー化推進指針」の改訂案について検討。

令和７年度末までの⽬標案令和2年度
（現状）対象

避難所に指定されている全ての学校に整備する
※令和２年度調査時点で総学校数の約95％に相当

65.2%校舎⾞椅⼦使⽤者⽤
トイレ 36.9%屋内運動場

全ての学校に整備する

78.5%校舎⾨から建
物の前ま
でスロープ

等による
段差解消

74.4%屋内運動場
57.3%校舎昇降⼝・

⽞関等か
ら教室等
まで

57.0%屋内運動場

要配慮児童⽣徒等※が在籍する全ての学校に整備する
※令和２年度調査時点で総学校数の約40％に相当27.1%校舎エレベーター

1階建ての建物のみ
保有する学校を含む 要配慮児童⽣徒等※が在籍する全ての学校に整備する

※令和２年度調査時点で総学校数の約75％に相当65.9%屋内運動場
※円滑な移動等に配慮が必要な児童生徒や教職員等を指す。

第３部学校施設のバリアフリー化に関する整備目標案

□公立小中学校等施設のバリアフリー化を一層推進していくため、令和７年度末までの５
年間に緊急かつ集中的に整備を行うための整備目標案を検討。
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